
平成24年度事務事業評価表（平成23年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
事業費

（実績額）
人件費

（理論値）
トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

■ □ □ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

20 9 45 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 2 必要性 有効性 達成度 効率性

産業振興課長
道辻　正信

（商店会数） （商店会数） （ ％ ）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 □ ■ □ 20 10 50

上乗 ■ （商店会数） （商店会数） （ ％ ）

□ □ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

□ 一部委託 ■ 補助・助成金 20 10 50

□ （商店会数） （商店会数） （ ％ ）

■ □ □ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

20 3 15 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 3 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 3

産業振興課長
道辻　正信

（ 件 ） （ 件 ） （ ％ ）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 □ □ ■ 20 4 20

上乗 □ （ 件 ） （ 件 ） （ ％ ）

□ □ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

□ 一部委託 ■ 補助・助成金 20 4 20

□ （ 件 ） （ 件 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

20 20 100 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 3 必要性 有効性 達成度 効率性

産業振興課長
道辻　正信

（ 件 ） （ 件 ） （ ％ ）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 ■ □ □ 20 20 100

上乗 □ （ ） （ ） （ ）

□ ■ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金

□ （ ） （ ） （ ）

■ □ □ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

969 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 3 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 3

産業振興課長
道辻　正信

（ 人 ） （ ） （ ）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 □ □ ■ 988

上乗 □ （ 人 ） （ ） （ ）

□ □ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

□ 一部委託 ■ 補助・助成金 1,041

□ （ 人 ） （ ） （ ）

東久留米市商店街活
性化対策事業

商店街サポート事業

商工会支援事業

説明欄：行財政改革ア
クションプラン３
（２）補助金の適正化
に向け検討中

説明欄：行財政改革ア
クションプラン３
（２）補助金の適正化
に向け検討中

説明欄：行財政改革ア
クションプラン３
（２）補助金の適正化
に向け検討中

説明欄：行財政改革ア
クションプラン３
（２）補助金の適正化
に向け検討中

対象 市内商店会

市内商店会数

（市）新・元気を出せ東久留米市商店街事
業補助金交付要綱

事業
形態

その他（　　　　　　　　　　　　　）

新・元気を出せ商店
街事業

1,004

2,151

現状維持

04-02-01

産業振興課
労政商工係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

補助金を申請し
た商店会数

市内商店会数
に対する補助
金を交付申請
した商店会の
割合

24年度以
降方向性

13,908

現状維持

説明欄：商店街活性化対策の一環として１
９年度から実施した市単独の補助事業。上
記の新・元気を出せ商店街事業に比べ、規
模の小さいイベントや商店会事業に利用で
きるが、商店会からの申請要望は年々減少
している。このことから補助内容等の見直
しを考える必要があると思われる。

25年度以
降方向性

6,159 355

327

25年度以
降方向性

現状維持
説明欄：補助対象経費の
うち100万円以内４分の
１、100万円超３分の１
（東京都は、100万円以
内４分の２、100万円以
上３分の１）の補助を９
商店街１６事業に実施。
（３事業は年度途中で中
止となった、また震災の
影響で内容を一部変更し
自粛する商店会もあっ
た）

886 10,596

1,007 6,33512,894

3,754

25年度以
降方向性

660

説明欄：商店街活性化対策の一環として１
９年度から実施した市単独の補助事業。上
記の新・元気を出せ商店街事業に比べ、規
模の小さいイベントや商店会事業に利用で
きるが、商店会からの申請要望は年々減少
している。このことから補助内容等の見直
しを考える必要があると思われる。

現状維持
説明欄： 24年度以

降方向性

24年度以
降方向性

市全額

市独自上乗せ（上乗・横出）

直営（委託無）

意図

348

手段
・

内容

市内商店会が実施するイベント事
業、活性化事業に対し、新・元気を
出せ東久留米市商店街事業補助金交
付要綱に基づき補助金を交付する。

各商店会が実施するイベント事業・
活性化事業に対し補助金を交付する
ことにより、商店会の振興をはか
る。

12,919 989

市独自上乗せ（上乗・横出）

一部補助有 市全額

全額補助 一部補助有

説明欄商店会が行うイベント事業や活性化
事業に対して補助を行うことで、商店街の
振興を図り、中小企業の発展と地域経済の
振興につなげていく。

13,901

9,710

各商店会等が独自で行う事業に対
し、補助金を交付する。

1,497

04-02-02

事業
形態

産業振興課
労政商工係

根拠
法令
等

自主的 義務的

東久留米市商店街における商業等の活性化
に関する条例

努力義務的

全額補助

直営（委託無）

対象 市内商店会等

商店会数
補助金を交付申
請した商店回数

商店会数に対
する補助金交
付商店会の割
合

1,004

手段
・

内容

意図 商店街の活性化

2,151

1,497

591 1,595

25年度以
降方向性

24年度以
降方向性

現状維持

2,157

現状維持

672 2,823

その他（　　　　　　　　　　　　　）

自主的 義務的 努力義務的

対象

891

9,150

市内の商店会等

25年度以
降方向性

18,110

商店街の活性化

04-02-03

産業振興課
労政商工係

商店会数
事業を利用した
商店会の数

商店会数に対
する事業利用
商店会の割合

各商店会等が独自で行う事業に対
し、人的支援を行う。

意図

根拠
法令
等

手段
・

内容

廃止(完了･

統合含む)

24年度以
降方向性

495

説明欄：商店街の補助金を活用する事業を
実施できない商店街でも商店街の活性化事
業を実施する際に利用できる制度として２
２年度下半期より開始。東京都の緊急雇用
特別基金事業適用。平成２３年度までの制
度である予定であったが、東日本大震災以
降、引き続き平成２４年度も１年限りで実
施されることとなっている。

25年度以
降方向性

説明欄：

24年度以
降方向性

廃止(完了･

統合含む)

商工会・商業者・工業者

商工会会員数

17,219

8,655

商工会による経営改善事業、人材育
成事業等に対する補助、地域総合振
興事業、工業広域交流事業、商工業
活性化事業等に対する補助

全額補助 一部補助有 市全額

市独自上乗せ（上乗・横出）

全額補助 一部補助有 市全額

努力義務的

その他（　　　　　　　　　　　　　）

事業
形態

直営（委託無）

04-02-04

産業振興課
労政商工係

根拠
法令
等

自主的 義務的

対象

25年度以
降方向性

現状維持
説明欄：

6,791

17,250 1,038 18,288

25年度以
降方向性

現状維持

6,785

24年度以
降方向性

説明欄：商工会に対しては自立に向けた事
業展開を図るよう促していく必要がある
が、景気低迷の経済状況が続いている中
で、中小企業への影響が心配されるため、
当面は状況を見守る必要がある。
平成２３年度においては、「商業活性化対
策事業補助金」を創設し、いわゆる「プレ
ミアム商品券事業」を実施したため、事業
費が大幅に拡大されている。

17,250

24年度以
降方向性

現状維持現状維持

手段
・

内容

6,791888

市独自上乗せ（上乗・横出）

7,690

説明欄：商工会に対しては自立に向けた事
業展開を図るよう促していく必要がある
が、景気低迷の経済状況が続いている中
で、中小企業への影響が心配されるため、
当面は状況を見守る必要がある。
平成２３年度においては、「商業活性化対
策事業補助金」を創設し、いわゆる「プレ
ミアム商品券事業」を実施したため、事業
費が大幅に拡大されている。

7,679

事業
形態

直営（委託無）

意図

市内商工業者は経営基盤が脆弱であ
り、社会経済環境の変化に充分対応
できず、厳しい状況にあるものが大
半であり、経営改善事業等により経
営基盤の強化をはかる。

6,785 905

その他（　　　　　　　　　　　　　）

事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

事務事業全体 一般財源分

全庁評価会議
（25年度に向けた

方向性等）事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

特定財源に伴う一般財源 一般財源

事業費の概要説明指標 指標 指標

事務事業
番号

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態)

事務事業の目的
事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

事務事業名

基本事業番号・名 04-02 商工業の活性化にぎわいと活力あふれるまち 施策番号・名 04 新たな活気を生み出す産業の振興と消費生活の向上

東久留米市



平成24年度事務事業評価表（平成23年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
事業費

（実績額）
人件費

（理論値）
トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

事務事業全体 一般財源分

全庁評価会議
（25年度に向けた

方向性等）事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

特定財源に伴う一般財源 一般財源

事業費の概要説明指標 指標 指標

事務事業
番号

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態)

事務事業の目的
事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

事務事業名

基本事業番号・名 04-02 商工業の活性化にぎわいと活力あふれるまち 施策番号・名 04 新たな活気を生み出す産業の振興と消費生活の向上

■ □ □ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

1 1 100 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 3 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 3

産業振興課長
道辻　正信

（ 社 ） （ 社 ） （ ％ ）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 □ □ ■ 3 3 100

上乗 □ （ 社 ） （ 社 ） （ ％ ）

□ □ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

□ 一部委託 ■ 補助・助成金 5 5 100

□ （ 社 ） （ 社 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

19 17 89 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 3 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 3

産業振興課長
道辻　正信

（ 社 ） （ 社 ） （ ％ ）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 □ □ ■ 13 9 69

上乗 □ （ 社 ） （ 社 ） （ ％ ）

□ □ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

□ 一部委託 ■ 補助・助成金 19 14 74

□ （ 社 ） （ 社 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

69 69 100 必要性 3 有効性 3 達成度 2 効率性 3 必要性 3 有効性 3 達成度 2 効率性 3

産業振興課長
道辻　正信

（ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 □ □ ■ 82 82 100

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ □ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

□ 一部委託 ■ 補助・助成金 101 101 100

□ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

66 60 91 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 3 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 3

産業振興課長
道辻　正信

（ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 □ □ ■ 56 48 86

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ □ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

□ 一部委託 ■ 補助・助成金 76 62 82

□ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

不況対策緊急融資事
業

中小企業資金融資事
業

小企業経営改善資金
利子補給事業

産業振興課
労政商工係

小口零細企業資金融
資事業

説明欄：東日本大震災以降の景気低迷の影
響もあり、売上高及び生産額の減少をきた
しているいる中小企業に対し、経営の安定
化を図るためのこの融資制度は必要であ
る。

説明欄：東日本大震災以降の景気低迷の影
響もあり、売上高及び生産額の減少をきた
しているいる中小企業に対し、経営の安定
化を図るためのこの融資制度は必要であ
る。

説明欄：不況の影響を一番受けやすい小規
模企業者への支援策として、また経営の安
定改善策として必要とされている融資の利
子補給事業であり、合わせて商工会の経営
相談を受ける必要がある利点がある一方
で、利用者が減少傾向にある。

現状維持
25年度以
降方向性

説明欄：平成２０年度から新たに設けられ
た融資制度で、この融資は責任共有制度の
対象外であり小規模事業者が経営の安定化
に必要な資金を調達することができるた
め、融資実績として累増傾向である。

24年度以
降方向性

現状維持

市内の中小企業者が経営の安定化を
図るため、売上が前３年の同期に比
し１０％以上減少した企業者に対
し、市内の金融機関と契約し、運転
資金融資制度を設け､低利の融資を行
うにあたり、利子補給・保証料の補
助を行う｡

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象

手段
・

内容04-02-05

産業振興課
労政商工係

10,371

1,166 10,914

25年度以
降方向性

全額補助 一部補助有 市全額

市独自上乗せ（上乗・横出）

現状維持

不況対策緊急資金融資条例、同規則

8,797 927 9,724 8,797

市内の中小企業者

融資制度申し
込み中小企業
数

融資制度利用件
数

現状維持
説明欄： 24年度以

降方向性

説明欄：

9,341 1,030

説明欄：東日本大震災以降の景気低迷の影
響もあり、売上高及び生産額の減少をきた
しているいる中小企業に対し、経営の安定
化を図るためのこの融資制度は必要であ
る。

9,341

9,748

事業
形態

直営（委託無）

意図 市内中小企業者の事業継続

9,748

その他（　　　　　　　　　　　　　）

融資制度を申
し込んだ中小
企業者に対す
る実際に利用
した企業数の
割合

04-02-06

自主的 義務的 努力義務的

全額補助 一部補助有 市全額

中小企業資金融資条例、同規則

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

その他（　　　　　　　　　　　　　）

対象

手段
・

内容

意図

根拠
法令
等

市内の中小企業者

融資制度申し
込み中小企業
数

融資制度利用件
数

融資制度を申
し込んだ中小
企業者に対す
る実際に利用
した企業数の
割合

24年度以
降方向性

市内の中小企業者中小企業者の経営
の安定、近代化を図るため、市内の
金融機関と契約し、運転資金・設備
資金等の融資制度を設け､低利の融資
を行うにあたり、利子補給・保証料
の補助を行う｡ 9,854 805 10,659

説明欄：東日本大震災以降の景気低迷の影
響もあり、売上高及び生産額の減少をきた
しているいる中小企業に対し、経営の安定
化を図るためのこの融資制度は必要であ
る。

中小企業経営者が必要な資金を調達
することができ、経営の安定化が図
れる。 10,885 1,366 12,251 10,885

14,745 724 15,469

小企業者(経営
改善指導を受
けた）

現状維持

14,745

9,854

現状維持
25年度以
降方向性

04-02-07

産業振興課
労政商工係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的
24年度以
降方向性

現状維持

説明欄：不況の影響を一番受けやすい小規
模企業者への支援策として、また経営の安
定改善策として必要とされている融資の利
子補給事業であり、合わせて商工会の経営
相談を受ける必要がある利点がある一方
で、利用者が減少傾向にある。

説明欄：
現状維持

説明欄： 24年度以
降方向性

現状維持

説明欄： 24年度以
降方向性

25年度以
降方向性

現状維持
25年度以
降方向性

862

968

現状維持
説明欄：

762

25年度以
降方向性

現状維持

939

862 197

融資を受けた件
数

経 営 の 安 定
化、振興の必
要な資金の融
資を受けられ
た割合

177

968

対象
小企業又は経営内容が小企業と同様
な実態のある企業者

1,059

201 1,169

事業
形態

直営（委託無）

意図

不況対策小企業等経営改善資金利子補給金
交付要綱

762

手段
・

内容

日本政策金融公庫（平成２０年まで
国民金融公庫）の小企業等経営改善
資金融資を受けた小企業者及び小企
業者に準じる者に対し、貸し付け利
子に利子補給を行う。

全額補助 一部補助有 市全額

市独自上乗せ（上乗・横出）

その他（　　　　　　　　　　　　　）

04-02-08

産業振興課
労政商工係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

一部補助有 市全額全額補助

対象
市内の中小企業信用保険法第２条第
２項に定める企業者

融資申し込み
小規模事業者
数

小企業又は経営内容が小企業と同様
な実態のある企業者の経営継続に必
要な資金、ノウハウ等の提供

現状維持
25年度以
降方向性

手段
・

内容 融資を受けた件
数

経 営 の 安 定
化、振興の必
要な資金の融
資を受けられ
た割合

24年度以
降方向性

現状維持
説明欄： 24年度以

降方向性
現状維持

説明欄：平成２０年度から新たに設けられ
た融資制度で、この融資は責任共有制度の
対象外であり小規模事業者が経営の安定化
に必要な資金を調達することができるた
め、融資実績として累増傾向である。

6,413 62,151 55,738

市内の小規模事業者の経営の安定、
近代化を図るため、市内の金融機関
と契約し、運転資金・設備資金等の
融資制度を設け､低利の融資を行うに
あたり、利子補給・保証料の補助を
行う｡

説明欄：

事業
形態

小規模事業者が必要な資金を調達す
ることができ、経営の安定化が図ら
れる。 70,867 7,253 78,120

25年度以
降方向性

現状維持

小口零細企業資金融資制度実施要綱

55,738

70,467

市独自上乗せ（上乗・横出）

直営（委託無）

意図

70,467 7,126 77,593

70,867

その他（　　　　　　　　　　　　　）

東久留米市



平成24年度事務事業評価表（平成23年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
事業費

（実績額）
人件費

（理論値）
トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

事務事業全体 一般財源分

全庁評価会議
（25年度に向けた

方向性等）事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

特定財源に伴う一般財源 一般財源

事業費の概要説明指標 指標 指標

事務事業
番号

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態)

事務事業の目的
事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

事務事業名

基本事業番号・名 04-02 商工業の活性化にぎわいと活力あふれるまち 施策番号・名 04 新たな活気を生み出す産業の振興と消費生活の向上

■ □ □ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

114,000 110,000 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 2 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 2

産業振興課長
道辻　正信

（ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 □ □ ■ 114,000 110,000

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

□ □ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

□ 一部委託 ■ 補助・助成金 114,000 110,000

□ （ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

■ □ □ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

20 3 2 必要性 3 有効性 3 達成度 2 効率性 3 必要性 有効性 達成度 効率性

産業振興課長
道辻　正信

（商店会数） （ 人 ） （ 人 ）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 ■ □ □

上乗 □ （ ） （ ） （ ）

□ ■ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金

□ （ ） （ ） （ ）

■ □ □ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

114,621 1,843 23 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 3 必要性 有効性 達成度 効率性

産業振興課長
道辻　正信

（ 人 ） （投票数） （開発数）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 □ ■ □

上乗 □ （ ） （ ） （ ）

■ □ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金

□ （ ） （ ） （ ）

市民みんなのまつり
（商工祭）事業

25年度以
降方向性

商店街モデル事業委
託

地域資源活用事業

04-02-11

産業振興課
労政商工係

説明欄：行財政改革ア
クションプラン３
（２）補助金の適正化
に向け検討中

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

事業
形態

直営（委託無）

一部補助有 市全額

市独自上乗せ（上乗・横出）

その他（　　　　　　　　　　　　　）

全額補助

廃止(完了･

統合含む)

説明欄：自治総合センターの助成をうけ
て、実施した単年度事業。この事業を通じ
て、地域資源PRのマスコットキャラクター
「湧水の妖精 るるめちゃん」並びに柳久
保小麦ふすまの新製品は誕生したばかりで
あり、今後もこれらの市内外への周知に対
し尽力していくとともに、イベント等での
活用を図りたい。

対象 市民

市民
マスコットキャ
ラクターの市民
投票数

柳久保小麦ふ
すまの新製品
開発数

24年度以
降方向性

手段
・

内容

意図

説明欄：

2,680 145

説明欄：事業費は原則と
して自治総合センターの
助成金でまかなっている
が、助成対象外の人件
費、その他商標登録にか
かる費用が発生してい
る。

24年度以
降方向性

25年度以
降方向性

市内の埋もれている地域資源にス
ポットをあて、また活用し地域活性
化につなげる。

2,145 535

-

地域資源をモチーフにしたマスコッ
トキャラクターの制定、廃棄処分さ
れていた柳久保小麦ふすまの利活
用。

説明欄：市民みんなのまつり（農業祭）事
業と同日開催している市内最大のイベント
になっている。年々事業規模が大きくなっ
ていることに伴い、来場者が増加してお
り、事業運営スタッフや会場警備スタッフ
を増員して対応している。事業規模が大き
くなればそれに伴う経費は増加傾向になる
が、ボランティアの活用や効率的な運営に
より人件費や事業費の縮小に努めていく。
合わせて駐輪場・駐車場・道路・警備・安
全面での課題も多く合わせて検討する必要
がある。

努力義務的

対象

04-02-09

産業振興課
労政商工係

根拠
法令
等

自主的 義務的

説明欄：市民みんなのまつり（農業祭）事
業と同日開催している市内最大のイベント
になっている。年々事業規模が大きくなっ
ていることに伴い、来場者が増加してお
り、事業運営スタッフや会場警備スタッフ
を増員して対応している。事業規模が大き
くなればそれに伴う経費は増加傾向になる
が、ボランティアの活用や効率的な運営に
より人件費や事業費の縮小に努めていく。
合わせて駐輪場・駐車場・道路・警備・安
全面での課題も多く合わせて検討する必要
がある。

現状維持

2,796

978 2,869

1,836 960

2,759

現状維持

1,895 864

商工業者、市民

市民
会場に訪れた人
数

市外から訪れ
た人の数

24年度以
降方向性

市が後援し、ＪＡと商工会が隔年で
実施する市民祭りへの補助

市全額

市独自上乗せ（上乗・横出）

手段
・

内容

説明欄： 24年度以
降方向性

現状維持

全額補助 一部補助有

1,891

25年度以
降方向性

事業
形態

直営（委託無）

意図

現状維持
25年度以
降方向性

1,836

1,895

祭りを通して、市民に市内の商工業
をＰＲし、各種イベント等により市
民老若男女に楽しんでもらう。 1,891

その他（　　　　　　　　　　　　　）

04-02-10

産業振興課
労政商工係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象 市内の商店会等

市内の商店会
数

新規雇用された
人数

継続雇用ない
し継続雇用の
確保がなされ
た人数

24年度以
降方向性

手段
・

内容

衰退する商店会にあって、商店街活
性化のための事業をモデル的に実施
する。

意図
モデル事業実施により他の商店街へ
の波及効果を狙う。

-

0

0

25年度以
降方向性

廃止(完了･

統合含む)

説明欄：ふるさと雇用再生特別基金事業の
最終年度に実施した、雇用を創出しながら
市内の商店街の活性化につなげるモデル事
業として、企画提案を募集し、１事業者が
実施したもの。平成２３年度で終了。

説明欄： 24年度以
降方向性

25年度以
降方向性

説明欄：

説明欄：

18,953 1,070 20,023

全額補助 一部補助有 市全額

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

その他（　　　　　　　　　　　　　）

東久留米市


